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代表者

千円 県出資額 千円 県出資比率

合計 県職員 県退職者 合計 県職員 県退職者 左記以外の者

16 1 1 16 1 1 14

1 0 1 1 0 1 0

15 1 0 15 1 0 14

30 1 5 30 1 5 24

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

128,606   118,420   119,472   0 0 0

439,562   164,882   315,253   0 0 0

0 0 0 6,312     6,021     6,463     

0985－22－3145 ホームページ https://www.mkensha.or.jp/

設立年月日 昭和26年6月13日 会長　町川　安久 県所管部・課 福祉保健部福祉保健課

令和4年度 公社等経営評価シート
（対象期間：令和3年4月1日～令和4年3月31日）

概

　

　

　

要

名　称 社会福祉法人宮崎県社会福祉協議会 所在地 宮崎市原町２番２２号

電話番号

改

革

工

程

内容 令和2年度 令和3年度 令和4年度

①公社等のあり

方見直し
経営基盤の安定・強化

第5次活動推進計画の5本の

基本目標と16本の推進項目

の実施に努めた。

総出資額 194 0 0.0%

設立目的
　宮崎県における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活
性化により、地域福祉の推進を図ることを目的とする。

②

公

社

等

の

経

営

見

直

し

経営・事

業運営改

善

経営基盤強化計画に基

づく事業評価

理事会・評議員会等を適切に
開催するとともに、法律、税
務、労務の専門家や会計監査
人の参画を得て法令順守等に
努めた。

理事会・評議員会等を適切に開催する
とともに、法律、税務、労務の専門家
や会計監査人の参画を得て法令順守等
に努めた。

第5次活動推進計画

（2019～2023年度／

2020年度中間見直し）

に基づき実施。

財務改善

・自主財源確保への取

組

・事務費等経費の削減

特記事項

出資金とは別に、ボランティア基金及び佐藤棟良福祉基金の令和３年度末残高（県出捐金）がある。

　①ボランティア基金　840,577千円（全て県の出捐金）

　②佐藤棟良福祉基金　238,456千円（うち、県の出捐金　225,906千円）

公益性の高い事業実施のために
必要な財源（県補助金・受託
金）の確保に努めた。また、自
主財源の確保に向け事業収入(広
告料収入等）や収益事業(書籍販
売等）等に努めた。

公益性の高い事業実施のために必要な
財源（県補助金・受託金）の確保に努
めた。また、自主財源の確保に向け事
業収入(広告料収入等）や収益事業(書
籍販売等）等に努めた。

第5次活動推進計画

（2019～2023年度／

2020年度中間見直し）

に基づき実施。

組織等適

正化

・人材育成、研修機会

の確保

目標管理制度、職員研修・資格
取得支援等による効果的・効率
的な人材育成に努めた。

目標管理制度、職員研修・資格取得支援
等による効果的・効率的な人材育成に努
めた。

第5次活動推進計画

（2019～2023年度／

2020年度中間見直し）

に基づき実施。

第5次活動推進計画の5本の基本目

標と16本の推進項目の実施に努め

た。

第5次活動推進計画

（2019～2023年度／

2020年度中間見直し）

に基づき実施。

左記以外の者

役員数　 14

常　勤 0

県の損失補償契約等

に基づく債務残高
県交付金・負担金・

出資金

県職員人件費

（県支給分）

第5次活動推進計画

（2019～2023年度／

2020年度中間見直し）

に基づき実施。

④情報公開推進
ホームページ等での情

報公開推進

ホームページのリニューア

ルにより、即時性の向上や

掲載情報の充実に努めた。

第5次活動推進計画（2019～2023年

度）に基づき、即時性の向上や掲

載情報の充実に努めた。

第5次活動推進計画

（2019～2023年度／

2020年度中間見直し）

に基づき実施。

③

県

と

公

社

等

の

関

係

見

直

し

人的支援

見直し

・県派遣職員の配置等

の検討
１名配置 前年度と同数で配置 前年度と同数で配置

財政支出

見直し
・補助、委託事業の見直し

第5次活動推進計画（2019

～2023年度）を推進する中

で検討を進めた。

第5次活動推進計画（2019～2023年

度）を推進する中で検討を進め

た。

その他の県からの支援等 0

県

関

与

の

状

況

非常勤 14

職員数 24

財

政

支

出

等

（千円） （千円）

県委託料 県借入金残高

県補助金

人

的

支

援

（人）

令和3年度 令和4年度
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令和3年度 令和4年度

決算額(千円) 予算額(千円)

① 151,985   -         補助金

② 51,790    69,936    補助金

③ 38,037    38,036    委託料

④ 36,997    36,997    補助金

⑤ 35,478    35,910    委託料

令和4年度 令和5年度

実績値 達成度(%) 目標値 目標値

① 86 172.0% 50 50

② 1,084     31.0% 3,500     3,500     

③ 137 85.6% 160 170

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

収益 Ａ 1,005,684 943,942 1,053,165  Ａ 13,349,617 13,691,001 14,026,975 

　サービス活動収益 514,396 470,570 454,448 1,720,425 1,536,679 1,474,857 

　サービス活動外収益 197,167 440,460 354,015 11,629,192 12,154,322 12,552,118 

　特別収益 294,121 32,912 244,702 負債 Ｂ 7,862,456 8,244,981 8,455,832 

費用 Ｂ 1,056,356 922,246 1,012,019 流動負債 33,165 43,360 35,935 

　サービス活動費用 588,617 472,273 491,715 7,829,291 8,201,621 8,419,897 

　サービス活動外費用 173,784 417,090 330,401 正味財産 Ａ－Ｂ 5,487,162 5,446,019 5,571,143 

　特別費用 293,955 32,883 189,903 うち基本金 194       194       194       

-50,672   21,695    41,147    -50,671   21,695    41,147    

令和4年度 令和5年度

実績値※ 達成度(%) 目標値 目標値

15.1 116.2% 13.0 13.0

※ 令和3年度 実績値の算式

6.9 98.6% 7.0 7.0

※ 令和3年度 実績値の算式

※ 令和3年度 実績値の算式

主

な

県

財

政

支

出

の

内

容

事業名 事業内容 種別

介護福祉士修学資金等貸付事業

実

施

事

業

①　参加と協働によるまちづくりの推進
②　セーフティネットの強化と権利擁護の推進
③　良質な福祉サービスを提供する基盤づくりの推進
④　災害における危機管理体制の強化
⑤　宮崎県社会福祉協議会の基盤強化

活

動

指

標

指標名 算式（単位）
令和3年度

目標値

地域福祉コーディネー
タースキルアップ研修会

各種貸付事業をとおして、地域の福祉・介護人材の育
成及び確保並びに定着を支援する。

日常生活自立支援事業
認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等のうち判断能力が不

十分な方が地域において自立した生活が送れるよう、利用者との契

約に基づき、福祉サービスの利用援助等を行う。

社会福祉研修センター事業
県内の社会福祉事業従事者や福祉施設職員を対象に、社会
福祉事業に係る研修等を実施し、関係者の専門性の向上等
に資する。

福祉活動指導員等設置補助
福祉活動指導員・事務職員を８名配置し、県内の民間社会
福祉活動を推進指導する事業の進行及び事務の適正化を図
る。

（人） 50

宮崎ねんりんピック交流
大会参加者（選手数）

（人） 3,500      

福祉人材センターにおけ
る就職者数

（人） 160

福祉人材センター事業
福祉・介護サービス従事者、従事しようとしている方への
就業援助等の人材の確保・定着を図る各事業及びセンター
の運営支援を行う。

指標の設定に関する
留意事項

　②宮崎ねんりんピック交流大会については、新型コロナウィルス感染症の影響により秋以降に延期し、大会を

実施した（スポーツ交流大会１０種目）。

財

務

状

況

　　　　　　　　  　　事業活動計算書　　　　　（千円） 　　　　　　　　  　　貸借対照表　　　　　　　（千円）

 資産

流動資産

固定資産

固定負債

当期活動増減差額Ａ－Ｂ うち当期正味財産増減額

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計の金額と一致しない場合があります。

財

務

指

標

指標名 算式（単位）
令和3年度

目標値

①

③

指標の設定に関する
留意事項

自己収入比率
（自己収入関連額／当期支出合計
額）×100（%）

13.0

(276,095千円＋70,498千円＋43,566千円／2,582,986千円）×100

②
管理費支出

管理費／（当期支出合計＋次期繰越
収支差額）×100（%）

7.0

338,842千円／（2,582,986千円＋1,454,018千円）×100

直近の県監査

の状況
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改革工程 活動内容 財務内容 組織運営 改革工程 活動内容 財務内容 組織運営

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

公社等改革
推進委員会
三次評価

　活動内容については、新型コロナウイルス感染
症の影響により一部の指標が目標未達となってい
るものの、地域福祉の推進を図る幅広い活動を実
施しており、一定の評価ができる。
　財務内容については、国や県からの財政支出が
収入の大きな割合を占めているが、第５次活動推
進計画に基づき財務改善を実施し、昨年度に引き
続き黒字となり、各目標も達成またはおおむね達
成していることから評価できる。
　公益性の高い事業を担っており、引き続き、高
齢化への対応や福祉・介護サービス従事者の確保
等、さまざまな社会福祉の課題に対応した取組を
進めるとともに、財務面の強化を図っていくこと
が求められる。

総

合

評

価

公社等

自己評価

　令和3年度は、平成31年3月に策定した第5次活動推進
計画（2019年度～2023年度）の中間見直しを行い、5本
の基本目標に基づき、民生委員児童委員や社会福祉法
人、ボランティア団体等の福祉関係者をはじめ、保
健・医療・教育等の幅広い機関・団体と連携を図りな
がら地域福祉の推進に努めた。
　活動指標については、長引く新型コロナウィルス感
染症の影響により延期や中止を余儀なくされる事業も
あったが、ICT活用によりオンライン会議や研修を実施
するなど、補助・委託事業の着実な実施に務めた。
　財務指標については、収益性を維持・向上するため
の自主財源の確保等に努める必要がある。

県所管部課

二次評価

　活動指標は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り達成できなかった目標があるものの、良好な実績と
なっている。
　また、財務指標について、県社会福祉協議会は社会
福祉法に基づいて設置され、補助事業や委託事業を中
心に事業活動を行っているため、自己収入を増やすこ
とが難しい状況にあるが、ほぼ目標を達成している。
　引き続き、第５次宮崎県社会福祉協議会活動推進計
画（2019～2023年度）に基づき、事務費の節減や財源
に見合った人員の配置による人件費の削減を行いなが
ら、新分野での収益事業による収入確保に努める必要
がある。

評価 (Ａ.良好､Ｂ

ほぼ良好､Ｃやや課題

あり、Ｄ課題多い)

評価 (Ａ.良好､Ｂ

ほぼ良好､Ｃやや課題

あり、Ｄ課題多い)

目　標

達成度

0% 50% 100% 150% 200%

活動指標①

活動指標②

活動指標③

財務指標①

財務指標②

財務指標③


